
岩手県教育委員会訓令第３号 

                   事務局  

 学校以外の教育機関  

 岩手県教育委員会代決専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  平成 21年３月 31日 

岩手県教育委員会       

委員長 箱 崎 安 弘  

岩手県教育委員会代決専決規程の一部を改正する訓令 

 岩手県教育委員会代決専決規程（昭和 32年岩手県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （代決）  （代決） 

第３条 決裁権者が不在のときは、第１号又は第２号の表に掲

げる決裁権者の区分に従い第１順位者が代決し、決裁権者及

び第１順位者が不在のときは、当該区分に従い第２順位者が

代決する。 

第３条 決裁権者が不在のときは、第１号又は第２号の表に掲

げる決裁権者の区分に従い第１順位者が代決し、決裁権者及

び第１順位者が不在のときは、当該区分に従い第２順位者が

代決し、決裁権者、第１順位者及び第２順位者が不在のとき

は、当該区分に従い第３順位者が代決する。 

 (１) 本庁における代決  (１) 本庁における代決 

 代決権者   代決権者  

 
決裁権者 

第１順位者 第２順位者   
決裁権者

第１順位者 第２順位者 第３順位者  

 教育長 主管の室長又は総括

課長 

   教育長 当該事務を担

当する教育次

長 

他の教育次

長 

主管の室長

又は総括課

長 

 

 室長 当該事務を担当する

担当課長又は特命課

長 

   室長 当該事務を担

当する課長、

担当課長又は

特命課長 

   

       室長があらか

じめ指定する

職員 

   

 総括課長 当該事務を担当する

担当課長又は特命課

長 

 ［略］   総括課長 当該事務を担

当する課長、

担当課長又は

特命課長 

 ［略］   

   ［略］      ［略］    

 担当課長 

又は特命 

課長 

 ［略］    課長、担当

課長又は

特命課長

 ［略］    

 (２) ［略］  (２) ［略］ 

 （室長等共通専決事項）  （室長等共通専決事項） 

第７条 本庁の室長及び総括課長の専決できる事項は、次のと

おりとする。 

第７条 本庁の室長及び総括課長の専決できる事項は、次のと

おりとする。 

 (１)～(３) ［略］  (１)～(３) ［略］ 



 (４) 室長又は総括課長の職務を代理する担当課長の順位に

関すること。 

 (４) 室長又は総括課長の職務を代理する課長又は担当課長

の順位に関すること。 

 (５) 担当課長及び特命課長（以下第６号及び第７号におい

て「担当課長等」という。）の旅行命令及び復命書の受理

に関すること。 

 (５) 課長、担当課長及び特命課長（次号及び第７号におい

て「課長等」という。）の旅行命令及び復命書の受理に関

すること。 

(６) 担当課長等の超過勤務命令及び休日勤務命令に関する

こと。 

(６) 課長等の超過勤務命令及び休日勤務命令に関すること

。 

(７) 担当課長等の休暇及び所属職員の服務(休暇を除く。)

に関すること。 

(７) 課長等の休暇及び所属職員の服務(休暇を除く。)に関

すること。 

(８) 担当課長(企画担当課長、予算財務担当課長、学校施設

担当課長、学校企画担当課長、高校改革担当課長、文化財

・世界遺産担当課長、小中学校人事担当課長及び県立学校

人事担当課長を除く。)及び特命課長の服務(前３号に掲げ

る事項を除く。)に関すること。 

(８) 担当課長及び特命課長の服務(前３号に掲げる事項を

除く。)に関すること。 

 (９)～(13) ［略］  (９)～(13) ［略］ 

２ 前項に定めるもののほか、総括課長は、直接事務を担当す

る場合に限り、次条各号に掲げる事項を専決することができ

る。 

２ 前項に定めるもののほか、学校教育室長及び総括課長は、

直接事務を担当する場合に限り、次条各号に掲げる事項を専

決することができる。 

（担当課長等共通専決事項） （課長等共通専決事項） 

第７条の２ 担当課長及び特命課長の専決できる事項は、次の

とおりとする。 

第７条の２ 本庁の課長、担当課長及び特命課長の専決できる

事項は、次のとおりとする。 

 (１)～(15) ［略］  (１)～(15) ［略］ 

 （教育企画室の担当課長の専決事項）  （教育企画室の課長の専決事項） 

第８条 教育企画室の分掌事務について、担当課長の専決でき

る事項は、次のとおりとする。 

第８条 教育企画室の分掌事務について、課長の専決できる事

項は、次のとおりとする。 

 企画担当課長専決事項  企画課長専決事項 

 (１) ［略］  (１) ［略］ 

 (２) 指定統計その他の統計調査の実施及びその結果の公表

に関すること。 

 (２) 基幹統計その他の統計調査の実施及びその結果の公表

に関すること。 

 (３)～(16) ［略］  (３)～(16) ［略］ 

 学校施設担当課長専決事項  学校施設課長専決事項 

 (１)～(３) ［略］  (１)～(３) ［略］ 

(４) 教育財産（県立幼稚園に係るものを除く。）の使用許

可又は貸付けに関すること。 

 (４) 教育財産の使用許可又は貸付けに関すること。 

 (５)～(８) ［略］  (５)～(８) ［略］ 

 （学校教育室の室長等の専決事項）  （学校教育室の室長等の専決事項） 

第９条 学校教育室の分掌事務について、室長及び担当課長の

専決できる事項は、次のとおりとする。 

第９条 学校教育室の分掌事務について、室長、課長及び担当

課長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 室長専決事項  室長専決事項 

 (１)～(３) ［略］  (１)～(３) ［略］ 

  (４) 授業力向上研修の修了認定に関すること（他課の所掌

に属するものを除く。）。 

 学校企画担当課長専決事項  学校企画課長専決事項 



 (１)～(４) ［略］  (１)～(４) ［略］ 

 義務教育担当課長専決事項  義務教育課長専決事項 

 (１) 県立幼稚園並びに市町村立の幼稚園及び小中学校にお

ける教育課程及び学習指導その他学校教育の専門的事項に

関し指導及び助言を与えること（スポーツ健康課及び産業

教育担当の所掌に属するものを除く。）。 

 (１) 市町村立の幼稚園及び小中学校並びに県立中学校にお

ける教育課程及び学習指導その他学校教育の専門的事項に

関し指導及び助言を与えること（スポーツ健康課及び産業

教育担当の所掌に属するものを除く。）。 

 (２) 県立幼稚園並びに市町村立の幼稚園及び小中学校の教

員の研修の実施に関すること（他課の所掌に属するものを

除く。）。 

(２) 市町村立の幼稚園及び小中学校並びに県立中学校の教

員の研修の実施に関すること（他課の所掌に属するものを

除く。）。 

 高校教育担当課長専決事項  高校教育課長専決事項 

 (１)・(２) ［略］  (１)・(２) ［略］ 

  ［略］   ［略］ 

 産業教育担当課長専決事項  産業教育担当課長専決事項 

 (１) 市町村立の小中学校及び県立高等学校におけるキャリ

ア教育の専門的事項に関し指導及び助言を与えること。 

 (１) 市町村立の小中学校並びに県立中学校及び県立高等学

校におけるキャリア教育の専門的事項に関し指導及び助言

を与えること。 

(２) ［略］ (２) ［略］ 

 （生涯学習文化課の総括課長等の専決事項）  （生涯学習文化課の総括課長等の専決事項） 

第10条 生涯学習文化課の分掌事務について、総括課長及び担

当課長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

第10条 生涯学習文化課の分掌事務について、総括課長、課長

及び担当課長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 ［略］  ［略］ 

 文化財・世界遺産担当課長専決事項  文化財・世界遺産課長専決事項 

 (１)～(８) ［略］  (１)～(８) ［略］ 

 （スポーツ健康課の総括課長等の専決事項）  （スポーツ健康課の総括課長等の専決事項） 

第11条 スポーツ健康課の分掌事務について、総括課長及び担

当課長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

第11条 スポーツ健康課の分掌事務について、総括課長及び担

当課長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 ［略］  ［略］ 

 施設・学校健康担当課長専決事項  施設・学校健康担当課長専決事項 

 (１)～(３) ［略］  (１)～(３) ［略］ 

(４) 県立幼稚園の園児並びに県立学校の児童及び生徒の保

健管理に関すること。 

(４) 県立学校の児童及び生徒の保健管理に関すること。 

 (５)・(６) ［略］  (５)・(６) ［略］ 

 （教職員課の総括課長等の専決事項）  （教職員課の総括課長等の専決事項） 

第12条 教職員課の分掌事務について、総括課長及び担当課長

の専決できる事項は、次のとおりとする。 

第12条 教職員課の分掌事務について、総括課長、課長及び担

当課長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 総括課長専決事項  総括課長専決事項 

 (１) 主査相当職以下の職員（指導主事、経営指導主事、社

会教育主事、社会教育主事補及び保健体育主事を除く。）

及び学校職員（校長、教頭及び主任主査相当職以上の事務

職員を除く。）の任免に関すること。 

 (１) 主査相当職以下の職員（指導主事、経営指導主事、社

会教育主事、社会教育主事補及び保健体育主事を除く。）

及び学校職員（校長、副校長、教頭、主任指導教諭、主幹

教諭及び指導教諭並びに主任主査相当職以上の事務職員を

除く。）の任免に関すること。 

 (２)～(７) ［略］  (２)～(７) ［略］ 

 (８) 教育職員免許状の授与に関すること。  (８) 教育職員の免許に関すること（教育職員免許状の取上



げ処分に関することを除く。）。 

 (９)～(12) ［略］  (９)～(12) ［略］ 

 人事給与担当課長専決事項  人事給与担当課長専決事項 

 (１)～(３) ［略］  (１)～(３) ［略］ 

 (４) 市町村立小中学校の非常勤事務職員及び県立学校（県

立幼稚園を除く。）の非常勤職員（事務職員、学校栄養職

員及び技能職員等に限る。）の配置に関すること。 

 (４) 市町村立小中学校の非常勤事務職員及び県立学校の非

常勤職員（事務職員、学校栄養職員及び技能職員等に限る

。）の配置に関すること。 

 (５) 県立学校（県立幼稚園を除く。）の臨時的任用教職員

（事務職員及び学校栄養職員に限る。）の任免に関するこ

と。 

 (５) 県立学校の臨時的任用教職員（事務職員及び学校栄養

職員に限る。）の任免に関すること。 

 (６) ［略］  (６) ［略］ 

 (７) 職員及び県立学校（県立幼稚園を除く。）の職員の育

児休業及び育児短時間勤務の承認に関すること（事務職員

、技術職員及びその他の職員に係るものに限る。）。 

 (７) 職員及び県立学校の職員の育児休業及び育児短時間勤

務の承認に関すること（事務職員、技術職員及びその他の

職員に係るものに限る。）。 

 (８) 職員及び県立学校（県立幼稚園を除く。）の職員の自

己啓発等休業の承認に関すること（事務職員、技術職員及

びその他の職員に係るものに限る。）。 

 (８) 職員及び県立学校の職員の自己啓発等休業の承認に関

すること（事務職員、技術職員及びその他の職員に係るも

のに限る。）。 

 (９)～(11) ［略］  (９)～(11) ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 小中学校人事担当課長専決事項  小中学校人事課長専決事項 

 (１) 県立幼稚園の臨時的任用職員の任免に関すること。  

 (２) 県立幼稚園の職員の大学院修学休業の許可に関するこ

と。 

 

 (３) 県立幼稚園の職員の育児休業及び育児短時間勤務の承

認に関すること。 

 

 (４) 県立幼稚園の職員の自己啓発等休業の承認に関するこ

と。 

 

 (５) ［略］  (１) ［略］ 

 県立学校人事担当課長専決事項  県立学校人事課長専決事項 

 (１) ［略］  (１) ［略］ 

 (２) 県立学校（県立幼稚園を除く。）の臨時的任用教職員

（事務職員及び学校栄養職員を除く。）の任免に関するこ

と。 

 (２) 県立学校の臨時的任用教職員（事務職員及び学校栄養

職員を除く。）の任免に関すること。 

 (３) 県立学校（県立幼稚園を除く。）の職員の大学院修学

休業の許可に関すること。 

 (３) 県立学校の職員の大学院修学休業の許可に関すること

。 

 (４) 県立学校（県立幼稚園を除く。）の職員の育児休業及

び育児短時間勤務の承認に関すること（事務職員、技術職

員その他の職員に係るものを除く。）。 

 (４) 県立学校の職員の育児休業及び育児短時間勤務の承認

に関すること（事務職員、技術職員その他の職員に係るも

のを除く。）。 

 (５) 県立学校（県立幼稚園を除く。）の職員の自己啓発等

休業の承認に関すること（事務職員、技術職員その他の職

員に係るものを除く。）。 

 (５) 県立学校の職員の自己啓発等休業の承認に関すること

（事務職員、技術職員その他の職員に係るものを除く。）

。 

 （教育事務所長の専決事項）  （教育事務所長の専決事項） 

第13条 ［略］ 第13条 ［略］ 



２ 前項各号に掲げるもののほか、盛岡教育事務所長が専決でき

る事項は、次のとおりとする。 

 

 (１) 県立幼稚園の職員に係る諸願及び諸届の処理に関する

こと。 

 

 (２) 県立幼稚園の職員の扶養親族の認定に関すること。  

 (３) 県立幼稚園の職員の居住の実情の確認及び住居手当の

月額の決定又は改定に関すること。 

 

 (４) 県立幼稚園の職員の通勤の実情の確認及び通勤手当の

月額の決定又は改定に関すること。 

 

 (５) 県立幼稚園の職員の単身赴任の実情の確認及び単身赴

任手当の月額の決定又は改定に関すること。 

 

 (６) 県立幼稚園の職員の寒冷地手当の支給区分の認定に関

すること。 

 

 (７) 県立幼稚園の園則の制定又は変更の承認及び届の受理

に関すること。 

 

 (８) 県立幼稚園の学期の変更の届に関すること。  

 (９) 県立幼稚園の休業日に関する届及び報告の処理に関す

ること。 

 

 (10) 県立幼稚園の教育財産の使用許可又は貸付けに関する

こと。 

 

 (11) その他前各号に準ずる軽易な事項に関すること。  

（学校以外の教育機関の長共通専決事項） （学校以外の教育機関の長共通専決事項） 

第14条 学校以外の教育機関の長（博物館長及び美術館長を除

く。次条及び第16条において同じ。）の専決できる事項は、

次のとおりとする。 

第14条 学校以外の教育機関の長（博物館長及び美術館長を除

く。第16条及び第17条において同じ。）の専決できる事項は

、次のとおりとする。 

  (１)～(17) ［略］   (１)～(17) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  （総合教育センター所長の専決事項） 

 第15条 総合教育センター所長は、授業力向上研修のうち教科指

導、生徒指導その他教育の充実に関する事項の修了認定に関す

ることを専決することができる。 

 （教育事務所の課長等共通専決事項）  （教育事務所の課長等共通専決事項） 

第15条 ［略］ 第16条 ［略］ 

 （所長等指定職員専決事項）  （所長等指定職員専決事項） 

第16条 ［略］ 第17条 ［略］ 

 （教育長指定職員の専決事項）  （教育長指定職員の専決事項） 

第17条 教育長が指定する職員は、次に掲げる事項のうちあら

かじめ教育長が指定したものを専決することができる。 

第18条 教育長が指定する職員は、次に掲げる事項のうちあら

かじめ教育長が指定したものを専決することができる。 

 (１) 青少年の家に係る次の事項に関すること。  (１) 青少年の家に係る次の事項に関すること。 

  ア 児童等の団体宿泊訓練に係る使用の許可   ア 児童等の団体宿泊訓練その他の研修に係る使用の許可

  イ ［略］   イ ［略］ 

 (２) ［略］  (２) ［略］ 



備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この訓令は、平成 21年４月１日から施行する。 
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